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総務省の今。
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データ・
アーカイブ
［家計調査］
（二人以上の世帯）結果より

データから見るスポーツ関連へのお金の使いみち
今年（平成26年）は、2〜3月に冬季オリンピック・パラリンピックが開催され、６月にはサッカーのワールドカップが開幕
するなど４年に一度のビッグイベントの年となっていて、スポーツに関心が集まる１年になりそうです。そこで、今月は

「スポーツ関連の支出」※１について、家計調査の結果から見てみましょう。

※１ ここでは、「運動用具類」、ゴルフプレー料金やスポーツクラブ使用料などの「スポーツ施設使用料」、「スポーツ月謝」、「スポーツ観覧料」を「スポーツ関連の支出」としています。

データから見る

POINT 1
10年前との比較ー
スポーツ用具類から
施設や観覧料へ

　

最
初
に
１
世
帯
当
た
り
の
ス

ポ
ー
ツ
関
連
の
年
間
支
出
金
額
に

つ
い
て
、平
成
14
年
と
24
年
を
比
較

し
て
見
て
み
る
と
、消
費
支
出
全
体

が
減
少
し
て
い
る
中
で
、10
年
間
に

３
．３
％
増
加
し
て
い
ま
す
。内
訳
を

見
る
と
、ス
ポ
ー
ツ
施
設
使
用
料
、

ス
ポ
ー
ツ
月
謝
や
ス
ポ
ー
ツ
観
覧

料
は
増
加
し
て
い
ま
す
が
、最
も
支

出
割
合
の
高
い
運
動
用
具
類
が
大

き
く
減
少
し
て
お
り
、物（
財
）の
購

入
か
ら
サ
ー
ビ
ス
の
購
入
へ
と
変
化

し
て
き
て
い
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す

（
図
１
）。

図１  スポーツ関連の年間支出金額（平成14年、24年）
注 （ ）内は、スポーツ関連の支出の合計に占める割合を示しています。
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データから見る

POINT 2
地元のプロスポーツ
チームの活躍が観覧
料を牽引

　
次
に
、１
世
帯
当
た
り
の
ス
ポ
ー

ツ
観
覧
料
へ
の
年
間
支
出
金
額（
平

成
22
～
24
年
平
均
）を
都
道
府
県

庁
所
在
市
別
に
見
て
み
る
と
、さ

い
た
ま
市
が
３
，３
２
２
円
と
最
も

多
く
、次
い
で
広
島
市
、札
幌
市
と

な
っ
て
い
ま
す
。上
位
の
市
に
は
サ
ッ

カ
ー
や
野
球
の
プ
ロ
チ
ー
ム
の
本

拠
地
が
あ
り
、さ
い
た
ま
市
は
サ
ッ

カ
ー
Ｊ
１
の
チ
ー
ム
が
２
つ
も
あ

り
ま
す
。ま
た
、最
近
、活
躍
し
て

い
る
チ
ー
ム
の
あ
る
市
が
上
位
に

き
て
お
り
、例
え
ば
、広
島
市
で
は

サ
ッ
カ
ー
Ｊ
１
の「
サ
ン
フ
レ
ッ
チ
ェ

広
島
」が
、札
幌
市
で
は
プ
ロ
野
球

の「
北
海
道
日
本
ハ
ム
フ
ァ
イ
タ
ー

ズ
」が
、そ
れ
ぞ
れ
平
成
24
年
に

リ
ー
グ
優
勝
し
て
い
ま
す（
図
２
）。

図２  都道府県庁所在市別スポーツ観覧料への年間支出金額
　　（平成22〜24年平均）
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データから見る

POINT 3
いつまでも元気でい
るために高齢世帯で
も高い健康意識

　

最
後
に
、１
世
帯
当
た
り
の
ス

ポ
ー
ツ
関
連
の
年
間
支
出
金
額（
平

成
22
～
24
年
平
均
）を
世
帯
主
の
年

齢
階
級
別
に
見
て
み
る
と
、ゴ
ル
フ

プ
レ
ー
料
金
な
ど
が
含
ま
れ
る
ス

ポ
ー
ツ
施
設
使
用
料
へ
の
支
出
は
世

帯
主
の
年
齢
が
60
歳
代
の
世
帯
で

最
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。一
方
、ス

ポ
ー
ツ
月
謝
や
運
動
用
具
類
へ
の
支

出
は
、子
育
て
世
帯
が
多
い
30
歳
代

お
よ
び
40
歳
代
で
多
く
な
っ
て
い
ま

す（
図
３
）。

図３  世帯主の年齢階級別スポーツ関連の年間支出金額
　　（平成22〜24年平均）
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終了促進措置（新制度）

700M
H

z 

帯
の
周
波
数
移
行
に
つ
い
て

900M
H

z

帯
の
周
波
数
移
行
に
つ
い
て

700M
H

z /900M
H

z

帯
に
お
け
る

周
波
数
移
行
に
つ
い
て
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特集

700MHz／900MHz帯における

周波数移行について
皆さんは、なぜ、またどのように

700MHz帯及び900MHz帯の電波の周波数移行が
行われているかご存知ですか？

電波は有限希少な資源であり、国民のニーズに合わせて周波数を有効に利用することが必要です。

そのため、周波数の利用状況を見ながらその都度、周波数移行が行われています。

700MHz帯及び900MHz帯の周波数移行については、

近年のスマートフォンの普及等に伴う携帯電話システムのトラヒックの急増等を踏まえ、

新たな携帯電話システムの周波数を確保するため行っているものです。

終了促進措置による迅速・円滑な周波数移行イメージ

従来の周波数移行
既存システムが全て移行した後に、
携帯電話事業者が基地局を整備

既存システム
ある周波数

ある周波数 ある周波数 ある周波数 ある周波数

ある周波数

他の周波数

他の周波数 他の周波数 他の周波数

ある周波数

全て移行

既存システム

携帯電話事業者

基地局整備
順次サービス開始

基地局整備
順次サービス開始

基地局整備
順次サービス開始

基地局整備
サービス開始

順次移行 順次移行 順次移行

携帯電話事業者携帯電話事業者

携帯電話事業者

移行費用は、既存システム利用者
の自己負担となるため、移行終了
までに10年程度の期間が必要

周波数移行に要する費用を、新たに電波の割当を受ける者が負担し、電波の再編を促進する制度（終了促進措置）を導入
電波法の一部改正（H23.5.26成立、6.1公布、8.31施行）

終了促進措置（新制度）
携帯電話事業者が、既存システムを順次移行させ
ながら基地局を整備

既存システム
ある周波数

ある周波数 ある周波数 ある周波数 ある周波数

ある周波数

他の周波数

他の周波数 他の周波数 他の周波数

ある周波数

全て移行

既存システム

携帯電話事業者

基地局整備
順次サービス開始

基地局整備
順次サービス開始

基地局整備
順次サービス開始

基地局整備
サービス開始

順次移行 順次移行 順次移行

携帯電話事業者携帯電話事業者

携帯電話事業者

携帯電話事業者が移行費用を
負担することで、移行終了まで
に必要な期間を短縮

「終了促進措置」とは
　
７
０
０
Ｍ
Ｈｚ
／
９
０
０
Ｍ
Ｈｚ
帯

に
お
け
る
周
波
数
移
行
で
は
、電
波

法
改
正
に
よ
っ
て
で
き
た
新
し
い
制

度（
終
了
促
進
措
置
）が
利
用
さ
れ
て

い
ま
す
。

　
終
了
促
進
措
置
と
は
、周
波
数
移

行
に
要
す
る
費
用
を
新
た
に
電
波
の

割
当
て
を
受
け
る
者
が
負
担
し
、迅

速
な
移
行
を
図
る
制
度
で
す
。

　

７
０
０
Ｍ
Ｈ
ｚ
帯
に
お
い
て
は
、

イ
ー・ア
ク
セ
ス
株
式
会
社
、株
式
会

社
Ｎ
Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ
、Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ
株
式
会

社
／
沖
縄
セ
ル
ラ
ー
電
話
株
式
会
社

が
、既
存
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
Ｆ
Ｐ
Ｕ

及
び
特
定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク
に
割
り
当

て
て
い
た
周
波
数
帯
の
移
行
に
要

す
る
費
用
を
負
担
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　
９
０
０
Ｍ
Ｈｚ
帯
に
お
い
て
は
、ソ

フ
ト
バ
ン
ク
モ
バ
イ
ル
株
式
会
社
が

既
存
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
Ｍ
Ｃ
Ａ
及
び

電
子
タ
グ（
Ｒ
Ｆ
Ｉ
Ｄ
）の
新
た
な
周

波
数
帯
へ
の
移
行
に
要
す
る
費
用
を

負
担
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

詳細は総務省「700/900MHz帯周波数再編ポータルサイト」をご覧ください。 ▼ http://www.tele.soumu.go.jp/j/ref/portal/



700M
H

z 

帯
の
周
波
数
移
行
に
つ
い
て

900M
H

z

帯
の
周
波
数
移
行
に
つ
い
て

700M
H

z /900M
H

z

帯
に
お
け
る

周
波
数
移
行
に
つ
い
て

（
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特集 700MHz／900MHz帯における周波数移行について

700MHz帯の
周波数移行について

近年のスマートフォンの普及等に伴う携帯電話システムのトラヒックの急増等を踏まえ、

700MHz帯に新たな携帯電話システムの周波数を確保するため、

現在700MHz帯を使用するＦＰＵ（報道、スポーツ中継など放送事業で使用される可搬型システム）及び

特定ラジオマイク（ホールやスタジオ等において音声音響を伝送するためのワイヤレスマイクシステム）の

各システムの周波数移行が行われています。

700MHz帯の周波数再編の概要

地上
デジタル

放送

［移行前］

［移行後］

710 770 810806 （MHz）

地上デジタル放送用周波数の
再編（リパック）により空いた周波数

携帯電話
（端末）

FPU
（Field Pickup Unit）

特定ラジオマイク

ホワイトスペース（※）等／1.2GHz帯に移行
※［ホワイトスペース］放送用に割り当てられているが、地理的条件
　や技術的条件によって他の目的に利用可能な周波数

1.2GHz帯／2.3GHz帯に移行

ワ
イ
ヤ
レ
ス
マ
イ
ク

地上
デジタル

放送

ホワイト
スペース（ ）

710 714 718 728 738 748 755 765 773 783 793 803 810

815

815 （MHz）

携帯電話
（端末）

携帯電話
（基地局）ITS

ワ
イ
ヤ
レ
ス
マ
イ
ク

特
定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク

平成24年6月に、携帯電話事業者3者に割当てを実施

再 編

携帯電話
（端末）

再 編

［移行前］

905 915 950 958
（MHz）

［移行後］

900 945 960
（MHz）

915 930 940

携帯電話（端末） 電子タグ（RFID） MCA

MCA 電子タグ（RFID）

携帯電話（基地局）

　

７
０
０
Ｍ
Ｈ
ｚ
帯
の
携
帯
電
話
用
周

波
数
に
つ
い
て
は
、平
成
24
年
６
月
に
、

イ
ー・ア
ク
セ
ス
株
式
会
社
、株
式
会
社

Ｎ
Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ
、Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ
株
式
会
社
／

沖
縄
セ
ル
ラ
ー
電
話
株
式
会
社
の
３
者

に
割
当
て
を
行
っ
て
お
り
、こ
の
３
者
が

終
了
促
進
措
置
に
よ
り
Ｆ
Ｐ
Ｕ
及
び
特
定

ラ
ジ
オ
マ
イ
ク
の
周
波
数
移
行
に
要
す
る

費
用
を
負
担
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
な
お
、周
波
数
移
行
に
当
た
っ
て
は
３

者
が
設
立
し
た一般
社
団
法
人
７
０
０
Ｍ

Ｈ
ｚ
利
用
推
進
協
会
が
実
際
の
移
行
作

業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。Ｆ
Ｐ
Ｕ
及
び
特

定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク
の
免
許
人
に
対
し
て

は
、３
者
及
び
同
協
会
か
ら
周
波
数
移

行
の
実
施
手
順
に
つ
い
て
通
知
が
送
付

さ
れ
、現
在
個
別
の
免
許
人
に
対
し
移

行
に
つ
い
て
の
協
議
が
行
わ
れ
て
い
る

と
こ
ろ
で
す
。

テ
レ
ビ
の
受
信
ブ
ー
ス
タ
ー
障
害

（
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
の
受
信
障
害
）に
つ
い
て

　

地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
の
完
全
移
行
に

よ
り
空
い
た
周
波
数
で
は
、こ
れ
ま
で

地
上
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
放
送
が
使
用
し
て

い
た
周
波
数
に
、携
帯
電
話
の
電
波
が

今
後（
※
）発
射
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、テ

レ
ビ
用
の
ア
ン
テ
ナ
に
受
信
し
た
テ
レ

ビ
信
号
を
増
幅
す
る
装
置（
受
信
ブ
ー

ス
タ
ー
）を
使
用
し
て
い
る
場
合
、テ
レ

ビ
信
号
と
と
も
に
携
帯
電
話
の
電
波
も

増
幅
し
て
し
ま
い
ま
す
。こ
れ
に
よ
り
、

テ
レ
ビ
の
ア
ン
テ
ナ
が
あ
る
強
さ
以
上

の
携
帯
電
話
の
電
波
を
受
信
す
る
と
、

テ
レ
ビ
へ
の
過
度
の
信
号
入
力
や
、受
信

ブ
ー
ス
タ
ー
の
処
理
能
力
を
超
え
た
こ

と
に
よ
る
動
作
不
良
に
よ
り
、地
上
デ

ジ
タ
ル
放
送
を
正
常
に
視
聴
で
き
な
い

場
合
が
あ
り
ま
す（
受
信
ブ
ー
ス
タ
ー

障
害
）。こ
の
受
信
ブ
ー
ス
タ
ー
障
害
の

防
止・解
消
に
つ
い
て
は
、今
後
、７
０
０

Ｍ
Ｈ
ｚ
帯
を
使
用
す
る
携
帯
電
話
事
業

者
３
者
及
び
７
０
０
Ｍ
Ｈｚ
利
用
推
進
協

会
が
対
応
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

※
７
０
０
Ｍ
Ｈｚ
帯
を
使
用
す
る
携
帯
電
話
事
業
者

３
者
の
計
画
で
は
、周
波
数
移
行
が
実
施
さ
れ
る
こ

と
を
前
提
と
し
て
、平
成
26
年
10
月
末
の
電
波
発
射

を
予
定
し
て
い
ま
す
。

受信ブースター

アンテナ

携帯電話基地局

携帯電話の
電波

テレビ信号

地上デジタル
放送局

携帯電話端末
テレビ

×
×
×

新
し
く
受
信
ブ
ー
ス
タ
ー

を
購
入
さ
れ
る
方
へ

　

地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
で
使
用
し
な
く

な
っ
た
７
１
０
Ｍ
Ｈｚ
を
超
え
る
周
波
数

を
利
用
す
る
新
し
い
シ
ス
テ
ム
に
よ
る

影
響
を
軽
減
す
る
受
信
ブ
ー
ス
タ
ー
に

は
、左
記
の「
Ｄ
Ｈ
マ
ー
ク
７
１
０
」と
い

う
マ
ー
ク
が
付
い
て
い
ま
す
。

　

家
を
新
築
す
る
な
ど
、新
し
い
受
信

ブ
ー
ス
タ
ー
を
購
入
さ
れ
る
よ
う
な
場

合
は
、「
Ｄ
Ｈ
マ
ー
ク
７
１
０
」が
付
い
た

製
品
を
利
用
す
る
よ
う
ご
協
力
を
お
願

い
い
た
し
ま
す
。

◀DHマーク710（デジタ
ルハイビジョン受信マーク
710）は、一般社団法人電子
情報技術産業協会で審査・
登録された一定以上の性能
を有する機器のうち、UHF
帯域（ch13〜ch52）に対応
したブースターに付与され
るシンボルマークです。

◀右下に「710」がないマーク（左図）
は異なるマークですのでお間違い
ないようお気を付け下さい。

700MHz帯の周波数移行及び受信ブースター障害についてのお問い合わせ

● 700MHz帯の周波数移行
TEL 0800-800-0824

（通話料無料）

● 受信ブースター障害
TEL 03-6712-1956
将来的にコールセンターを設置予定）

※9：30～18：00 土日・祝祭日及び年末年始除く　http://www.700afp.jp/

700MHz帯の周波数移行に関する問合せについては、上記の窓口にお願いします。なお、700MHz利用推進協会は、イー・アクセス株式会社、株式会社
NTTドコモ、KDDI株式会社／沖縄セルラー電話株式会社が共同協力して周波数移行を完了させるとともに、地上デジタル放送の受信ブースター障害
の解消対策等を行う団体です。



700M
H

z 

帯
の
周
波
数
移
行
に
つ
い
て

900M
H

z

帯
の
周
波
数
移
行
に
つ
い
て

700M
H

z /900M
H

z

帯
に
お
け
る

周
波
数
移
行
に
つ
い
て
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特集 700MHz／900MHz帯における周波数移行について

900MHz帯の
周波数移行について

近年のスマートフォンの普及等に伴う携帯電話システムのトラヒックの急増等を踏まえ、

900MHz帯に新たな携帯電話システムの周波数を確保するため、

現在900MHz帯を使用するMCA（陸上運輸・自治体防災・BCP等に用いられる一斉指令機能や

グループ通信機能を有する移動通信システム）及び電子タグ（物流・スマートメーター等に用いられる個体

識別情報を近距離の無線通信によってやりとりするシステム）の各システムの周波数移行が行われています。

900MHz帯の周波数再編の概要

地上
デジタル

放送

［移行前］

［移行後］

710 770 810806 （MHz）

地上デジタル放送用周波数の
再編（リパック）により空いた周波数

携帯電話
（端末）

FPU
（Field Pickup Unit）

特定ラジオマイク

ホワイトスペース（※）等／1.2GHz帯に移行
※［ホワイトスペース］放送用に割り当てられているが、地理的条件
　や技術的条件によって他の目的に利用可能な周波数

1.2GHz帯／2.3GHz帯に移行

ワ
イ
ヤ
レ
ス
マ
イ
ク

地上
デジタル

放送

ホワイト
スペース（ ）

710 714 718 728 738 748 755 765 773 783 793 803 810

815

815 （MHz）

携帯電話
（端末）

携帯電話
（基地局）ITS

ワ
イ
ヤ
レ
ス
マ
イ
ク

特
定
ラ
ジ
オ
マ
イ
ク

平成24年6月に、携帯電話事業者3者に割当てを実施

再 編

携帯電話
（端末）

再 編

［移行前］

905 915 950 958
（MHz）

［移行後］

900 945 960
（MHz）

915 930 940

携帯電話（端末） 電子タグ（RFID） MCA

MCA 電子タグ（RFID）

携帯電話（基地局）

　

９
０
０
Ｍ
Ｈ
ｚ
帯
の
携
帯
電
話
用
周

波
数
に
つ
い
て
は
、平
成
24
年
３
月
に
ソ

フ
ト
バ
ン
ク
モ
バ
イ
ル
株
式
会
社
に
割

当
て
を
行
っ
て
お
り
、同
社
が
終
了
促
進

措
置
に
よ
り
Ｍ
Ｃ
Ａ
及
び
電
子
タ
グ（
Ｒ

Ｆ
Ｉ
Ｄ
）の
周
波
数
移
行
に
要
す
る
費
用

を
負
担
し
ま
す
。

　

既
存
シ
ス
テ
ム
の
う
ち
、免
許
や
登

録
の
必
要
が
な
い
電
子
タ
グ（
Ｒ
Ｆ
Ｉ
Ｄ
）

（
左
図
参
照
）を
使
用
し
て
い
る
方
が

終
了
促
進
措
置
に
よ
る
周
波
数
移
行
を

希
望
す
る
場
合
、自
ら
ソ
フ
ト
バ
ン
ク

モ
バ
イ
ル
株
式
会
社
に
対
し
て
申
入
れ

を
行
う
必
要
が
あ
る
の
で
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

　

な
お
、既
存
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
Ｍ
Ｃ

Ａ
、電
子
タ
グ（
Ｒ
Ｆ
Ｉ
Ｄ
）の
両
シ
ス
テ

ム
は
、国
の
定
め
た
周
波
数
使
用
期
限

で
あ
る
平
成
30
年
４
月
１
日
以
降
は
使

用
で
き
な
く
な
り
ま
す
。ま
た
、終
了
促

進
措
置
を
利
用
せ
ず
周
波
数
移
行
を
行

う
場
合
、そ
の
費
用
は
従
来
ど
お
り
自

己
負
担
と
な
り
ま
す
。

移行対象の電子タグ（ＲＦＩＤ）は
例えばこのようなものに使用されています

あなたも電子タグ（RFID）の移行が必要かも？

車のエンジンスターター ホーム・セキュリティ
（センサー・リモコンなど）

商店・倉庫などの商品管理用
ハンディターミナル

映画館・商業施設などの
省エネ管理システム

上記以外にも電子タグ（RFID）には様々な種類があるため、詳しくはP9に記載のソフ
トバンクモバイル株式会社「特定小電力無線局を利用した電子タグ機器をお使いの
みなさまへ」をご覧ください。

Q1 現在使用中の電子タグ（RFID）は
どうすればいいですか？

A1 ● 従来の周波数帯の電子タグ（RFID）は、国の
定める移行期限である周波数使用期限の平成

30年３月31日までに、新周波数帯に移行していただく必要
があります。
● 平成30年４月１日以降、旧周波数帯のシステムを使用して
いると電波法違反（※）となり、罰せられる場合がありますので、

スケジュールに十分余裕をもっ
て円滑に移行してください。

※平成30年4月1日以降は、技術基準
適合証明等の効力がなくなりますの
で、不法開設となり、電波法第110条に
より懲役1年以下又は罰金100万円以
下に処せられる場合があるほか、携帯
電話の無線設備の機能に障害を与え
た場合は、電波法第108条の２により
懲役５年以下又は罰金250万円以下に
処せられる場合があります。

Q2 移行にかかる費用は
どうなるのですか？

A2 ● 移行費用は終了促進措置により、従来の周波
数帯で新たに携帯電話事業を行うソフトバンクモ

バイル株式会社が負担します。負担の対象となるのは、周波数
移行に必要な①設備費、②工事作業費、③ソフトウェア改修費
となります。
● 実際の費用負担につい
ては、ソフトバンクモバイ
ル株式会社と協議を行い、
合意した内容となります。
また、移行費用負担の対象
となるシステムは周波数
使用期限の平成30年３月
31日より前までに移行す
るものに限ります。

Q3 ソフトバンクモバイルと協議する
方法を教えてください。

A3 ● 免許又は登録を受けている方は、ソフトバンク
モバイル株式会社から協議の実施手順について
通知がなされていますので、それに従って協議を
開始してください。

免許や登録の必要がない電子タグにつ
いても注意！
免許や登録の必要がない電子タグ（特定小
電力無線局である電子タグ（RFID））をお使
いの方は通知が行われませんので、下記のソ
フトバンクモバイル株式会社の窓口へご連
絡するか、ホームページをご確認ください。

Q4 自分の使っているシステムが
移行対象の電子タグ（RFID）かどうか
わからないのですが？

A4 ● ソフトバンクモバイル
株式会社の下記窓口やお

使いの製品のメーカー等にお問い合わ
せください。なお、お使いの無線機器に

「技術基準適合証明」や「工事設計認
証などの番号があれば「技術基準適合
証明等を受けた機器の検索」http://
www.tele.soumu.go.jp/giteki/
SearchServlet?pageID=js01から
も確認することができます。

900MHz帯の周波数移行に対する受付・相談窓口

ソフトバンクモバイル株式会社
TEL 0800-919-0900 通話料無料／365日24時間受付可

● 900MHz帯周波数移行促進について
http://www.softbank.jp/corp/group/sbm/public/900mhz/
● 特定小電力無線局を利用した電子タグ機器をお使いのみなさまへ
http://www.softbank.jp/900mhz/
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FOCUS活用しよう！

在外選挙制度
外国にいても日本の国政選挙に投票ができます。

投
票
の
た
め
に

「
登
録
申
請
」を
し
ま
し
ょ
う

　
「
在
外
選
挙
制
度
」で
、外
国
に
い
て
も
衆

議
院
議
員
選
挙（
小
選
挙
区
選
挙・比
例
代

表
選
挙
）お
よ
び
参
議
院
議
員
選
挙（
選
挙

区
選
挙
・
比
例
代
表
選
挙
）に
投
票
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。　

　
海
外
で
投
票
す
る
た
め
に
は
、お
住
ま
い

の
住
所
を
管
轄
す
る
日
本
大
使
館・総
領
事

館（
出
張
駐
在
官
事
務
所
を
含
む
）を
通
じ

て
、最
終
住
所
地
ま
た
は
本
籍
地
の
市
区
町

村
選
挙
管
理
委
員
会
に
在
外
選
挙
人
名
簿
へ

の
登
録
を
申
請
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。　

　

登
録
さ
れ
た
方
に
は
、投
票
に
必
要
な

「
在
外
選
挙
人
証
」が
、申
請
先
の
市
区
町

村
選
挙
管
理
委
員
会
か
ら
日
本
大
使
館・総

領
事
館
を
通
じ
て
交
付
さ
れ
ま
す
。

在外選挙人名簿の登録資格

日本国籍をお持ちの方

年齢が満20歳以上の方

海外に3か月以上
お住まいの方

住所を管轄する日本大使館・総領事館の
管轄区域内に引き続き

3か月以上お住まいの方

［留意点］
申請時に3か月以上住所を有してい
る必要はなく、在留届の提出と同時
に申請することができます。3か月
以上住所を有していることを確認さ
れた後に、市区町村選挙管理委員会
において在外選挙人名簿に登録さ
れます。

■ 在外選挙人名簿の登録
対象者は、満20歳以上の日本国民で、引き続き3か月以上その者の住所を管轄する日本大使館・総領事館
の管轄区域内に住所を有する者です。

日本大使館・
総領事館

日本大使館・
総領事館

市区町村の
選挙管理委員会

在外選挙人が
登録されている
市区町村の

選挙管理委員会

在外選挙人が
登録されている
市区町村の

選挙管理委員会

外務省

在
外
選
挙
人

在
外
選
挙
人

在
外
選
挙
人

日本大使館・総領事館に
申請書提出

1

日本大使館・総領事館に出向き投票
（在外選挙人証・旅券等を提示）
1

投票用紙等の請求（在外選挙人証を同封）1

記入済み投票用紙等の郵送3

投票用紙等の交付（在外選挙人証も同封して返送）2

23

受付・資格確認2

在外選挙人証送付6 在外選挙人証送付5

申請書送付3 審査・登録4

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

■ 在外選挙人名簿への登録申請方法
申請者本人または申請者の同居家族等が直接、
お住まいの住所を管轄する日本大使館・総領事館の窓口に申請してください。

申請書は日本大使館や総領事館の窓口にあります。また総務省のホームページでも入手できます。

［注意事項］
● 海外への転出時には、お住まいの市区町村において転

出届を提出する必要があります。
● 申請書には、日本での最終住所地と本籍地を記入する必

要がありますので、事前にご確認ください。
● 登録申請をした市区町村の選挙管理委員会から、日本大

使館・総領事館を経由して在外選挙人証が交付され
ます。在外選挙人証は、投票する都度提示していただく
ものです。大切に保管してください。

● 帰国後、転入届を提出して４か月を経過した時には、在
外選挙人名簿から抹消されます。その後、再び海外に
転出した場合には、あらためて在外選挙人名簿への登
録申請が必要です。
また、国内の選挙人名簿に登録された場合や在外選挙人
名簿から抹消された場合には、在外選挙人証は交付を受
けた市区町村の選挙管理委員会に返納してください。

［申請時に必要となるもの］
■ 申請者本人が申請する場合
❶ 旅券（パスポート）等
❷ 日本大使館・総領事館の管轄区域内に住所を定めた年月

日から、登録申請日まで居住していることを証明する
書類（住居の賃貸借契約書、居住証明書、住民登録証、
住所が記載されている電気・ガス代の領収書など）

■ 同居家族等を通じて申請する場合
上記❶・❷ に加えて次の❸・❹が必要です。
❸ 申請を行う同居家族等の方の旅券（パスポート）等
❹ 申出書（あらかじめ、申請者本人が、この「申出書」と「在外

選挙人名簿登録申請書」に署名する必要があります。）
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MIC  FOCUS 活用しよう！在外選挙制度

■ 在外選挙の投票方法

1 在外公館投票
日本大使館・総領事館（出張駐在官事務所を含む）に出向いて、在外選挙人証と旅券等の身分証明書を提示して投票する

方法です。

日本大使館・
総領事館

日本大使館・
総領事館

市区町村の
選挙管理委員会

在外選挙人が
登録されている
市区町村の

選挙管理委員会

在外選挙人が
登録されている
市区町村の

選挙管理委員会

外務省

在
外
選
挙
人

在
外
選
挙
人

在
外
選
挙
人

日本大使館・総領事館に
申請書提出

1

日本大使館・総領事館に出向き投票
（在外選挙人証・旅券等を提示）
1

投票用紙等の請求（在外選挙人証を同封）1

記入済み投票用紙等の郵送3

投票用紙等の交付（在外選挙人証も同封して返送）2

23

受付・資格確認2

在外選挙人証送付6 在外選挙人証送付5

申請書送付3 審査・登録4

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

2 郵便等投票
登録先の選挙管理委員会に対して、投票用紙等の交付請求を行い、入手後に投票用紙等に記入の上、再び登録先の選挙管

理委員会へ郵送することにより投票する方法です。

日本大使館・
総領事館

日本大使館・
総領事館

市区町村の
選挙管理委員会

在外選挙人が
登録されている
市区町村の

選挙管理委員会

在外選挙人が
登録されている
市区町村の

選挙管理委員会

外務省

在
外
選
挙
人

在
外
選
挙
人

在
外
選
挙
人

日本大使館・総領事館に
申請書提出

1

日本大使館・総領事館に出向き投票
（在外選挙人証・旅券等を提示）
1

投票用紙等の請求（在外選挙人証を同封）1

記入済み投票用紙等の郵送3

投票用紙等の交付（在外選挙人証も同封して返送）2

23

受付・資格確認2

在外選挙人証送付6 在外選挙人証送付5

申請書送付3 審査・登録4

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

投票用紙等の送付

3 投票るけおに本国内日
旅行等により一時帰国した方や帰国直後で転入届を提出して3か月を経ていない方（選挙人名簿に登録されていない方）

は、在外選挙人証を提示して、日本国内で投票することができます。

■ 在外選挙の投票方法フローチャート

「在外公館投票」と「郵便等投票」のどちら
かを選択して投票できます。

在外公館投票が
実施される場合

海外で投票する場合
日本国内で投票する場合最寄りの日本大使館・総領事館で在外公館投票が実施されるか

否かについては、直接お問い合わせいただくか、外務省のホーム
ページでご確認ください。

「郵便等投票」を行うことが
できます。

在外公館投票が
実施されない場合

● 期日前投票
● 不在者投票
● 投票所における投票

日本国内における投票

在外公館投票 郵便等投票

詳しくは、総務省、外務省のHPを
ご覧ください

「 在 外 選 挙 制 度 」
MORE
INFO 総務省　http://www.soumu.go.jp/senkyo/hoho.html

外務省　http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/senkyo/

在外選挙制度 検 索
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全国のサービス産業
が詳しく分かる

サービス産業動向調査「拡大調査」結果（速報）から
　
サ
ー
ビ
ス
産
業
動
向
調
査
は
、我
が

国
の
国
内
総
生
産（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）の
約
７
割

を
占
め
る
サ
ー
ビ
ス
産
業
の
全
体
像

を
明
ら
か
に
す
る
た
め
、サ
ー
ビ
ス
産

業
の
売
上
高
と
従
事
者
数
の
毎
月
の

動
向
を
お
聞
き
す
る
形
で
平
成
20
年

に
創
設
さ
れ
た
調
査
で
す
。

　
平
成
25
年
か
ら
は
、さ
ら
に
地
域
別

の
状
況
な
ど
を
明
ら
か
に
し
、都
道
府

県
の
産
業
政
策
や
民
間
企
業
の
経
営

判
断
な
ど
に
活
用
さ
れ
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
、拡
大
調
査（
年
次
調
査
）を

６
月
に
初
め
て
実
施
し
、そ
の
結
果
を

26
年
１
月
に
公
表
し
ま
し
た
の
で
お

知
ら
せ
し
ま
す
。

平成24年の年間売上高の状況

● 産業大分類別の状況
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注１）「学術・開発研究機関」及び「純粋持株会社」を除く。　注２）「家事サービス業」を除く。　注３）「学校教育」を除く。　注４）「保健所」、「社会保険事業団体」及び「福祉事務所」を除く。
注５）「政治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。

注１）有料道路経営業、飛行場業など　注２）総合リース業、事務用機械器具賃貸業、レンタルビデオ業など　注３）イベント企画、コールセンターなど

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術
サービス業 1）

宿泊業，
飲食サービス業

生活関連
サービス業，
娯楽業 2）

教育，
学習支援業 3）

医療，福祉 4） サービス業
（他に分類
 されないもの） 5）

パチンコ
ホール

（兆円）

（兆円） （百万円）

道路貨物
運送業

病院 運輸に
附帯する
サービス業 1）

他の物品
賃貸業 2）

他に分類
されない事業
サービス業 3）

建物売買業，
土地売買業

広告業 一般診療所 不動産賃貸業
（貸家業，貸間業
 を除く）

年間売上高（左目盛） 1事業従事者当たり年間売上高（右目盛）

27.0
23.0 21.9

13.0 12.7
9.7 9.2 8.8 8.7 8.0

● 産業詳細分類別の状況
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17.0

28.3

15.8
18.3

6.8
9.2

4.8
3.6

45.2

25.9 26.6

50.4 44.8
33.5

3.4

注１）「学術・開発研究機関」及び「純粋持株会社」を除く。　注２）「家事サービス業」を除く。　注３）「学校教育」を除く。　注４）「保健所」、「社会保険事業団体」及び「福祉事務所」を除く。
注５）「政治・経済・文化団体」、「宗教」及び「外国公務」を除く。

注１）有料道路経営業、飛行場業など　注２）総合リース業、事務用機械器具賃貸業、レンタルビデオ業など　注３）イベント企画、コールセンターなど

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術
サービス業 1）

宿泊業，
飲食サービス業

生活関連
サービス業，
娯楽業 2）

教育，
学習支援業 3）

医療，福祉 4） サービス業
（他に分類
 されないもの） 5）

パチンコ
ホール

（兆円）

（兆円） （百万円）

道路貨物
運送業

病院 運輸に
附帯する
サービス業 1）

他の物品
賃貸業 2）

他に分類
されない事業
サービス業 3）

建物売買業，
土地売買業

広告業 一般診療所 不動産賃貸業
（貸家業，貸間業
 を除く）

年間売上高（左目盛） 1事業従事者当たり年間売上高（右目盛）

27.0
23.0 21.9

13.0 12.7
9.7 9.2 8.8 8.7 8.0

都道府県の状況

順位 サービス産業計
年間売上高（百万円）

全国に占める
割合（％） 累　計

全　　国 289,908,962 100.0
1 東 京 都 71,825,443 24.8 24.8 
2 大 阪 府 25,431,018 8.8 33.6 
3 神奈川県 17,977,825 6.2 39.8 
4 愛 知 県 17,498,740 6.0 45.8 
5 埼 玉 県 12,346,652 4.3 50.1 

上位5位の都府県の
サービス産業のシェアは
全国の約5割

各都道府県における年間売上高が
最多のサービス産業

運輸業，郵便業
生活関連サービス業，娯楽業
不動産業，物品賃貸業
医療，福祉
宿泊業，飲食サービス業

西日本を中心に15県では
医療，福祉が最多

関東地方から中国地方にかけての14県では
運輸業，郵便業が最多

東日本を中心に15道府県では
生活関連サービス業，娯楽業が最多

サービス産業動向調査（拡大調査）　調査結果 http://www.stat.go.jp/data/mssi/kekka.htm#kakudai

本調査は、民間業者へ委託して
実施しています。

サービス産業動向調査実施事務局
［フリーダイヤル］0120-250-069 平日（土・日・国民の祝日・年末年始を除く）9:00～18:00
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知っていますか？
統計調査員のこと

　
皆
さ
ん
は「
統
計
調
査
員
」と
い
う
言

葉
を
お
聞
き
に
な
っ
た
こ
と
が
あ
り
ま

す
か
。国
勢
調
査
な
ど
の
統
計
調
査
を

行
う
上
で
、調
査
対
象
の
方
々
に
、調
査

の
趣
旨
や
内
容
、調
査
結
果
が
ど
の
よ

う
に
利
活
用
さ
れ
て
い
る
か
な
ど
に
つ

い
て
理
解
い
た
だ
く
こ
と
は
、調
査
に

協
力
し
て
い
た
だ
く
上
で
と
て
も
大
切

で
す
。こ
の
た
め
、統
計
調
査
の
最
前
線

に
お
い
て
、い
わ
ば
そ
の
統
計
調
査
の
顔

と
し
て
、調
査
対
象
の
方
々
と
直
に
応

対
し
て
統
計
調
査
へ
の
理
解
と
協
力
を

得
る
役
割
を
担
っ
て
い
る
の
が
統
計
調

査
員
で
す
。

　

統
計
調
査
員
は
、調
査
対
象
の
方
々

を
訪
問
し
、調
査
票
の
記
入
依
頼
や
調

査
票
の
取
集・点
検
と
い
っ
た
統
計
調
査

の
仕
事
の
中
で
も
基
本
的
で
重
要
な
部

分
を
受
け
持
っ
て
お
り
、統
計
の
正
確
性

の
確
保
に
大
き
く
寄
与
し
て
い
ま
す
。

統
計
調
査
員
制
度
の
沿
革

　

我
が
国
で
統
計
調
査
員
が
最
初
に
置
か
れ
た
の
は
、

明
治
27
年（
１
８
９
４
年
）の
農
商
務
統
計
で
、当
時
は

統
計
調
査
委
員
と
呼
ば
れ
て
い
ま
し
た
。し
か
し
、そ
の

仕
事
は
、事
務
の
補
助
で
あ
り
、今
の
よ
う
な
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

現
在
の
よ
う
な
仕
事
を
す
る
統
計
調
査
員
が
置
か
れ

た
の
は
、大
正
９
年（
１
９
２
０
年
）の
第
１
回
国
勢
調
査

が
最
初
で
、こ
の
時
に
は
、全
国
に
約
27
万
人
の
国
勢
調

査
員
が
置
か
れ
ま
し
た
。こ
れ
以
降
、統
計
調
査
を
統

計
調
査
員
に
よ
っ
て
実
施
す
る
こ
と
が
多
く
な
っ
て
き

ま
し
た
。

　

戦
後
、昭
和
22
年（
１
９
４
７
年
）に
制
定
さ
れ
た
旧
統

計
法
で
、調
査
を
実
施
す
る
時
に
統
計
調
査
員
を
置
く

こ
と
が
で
き
る
こ
と
が
規
定
さ
れ（
第
12
条
）、平
成
19
年

（
２
０
０
７
年
）に
全
面
改
正
さ
れ
た
新
統
計
法
に
お
い

て
も
同
様
の
規
定
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す(

第
14
条)

。

　

我
が
国
で
は
、統
計
の
正
確
性
を
確
保
す
る
な
ど
の

た
め
統
計
調
査
員
に
よ
る
調
査
が
広
く
採
用
さ
れ
て
お

り
、現
在
実
施
さ
れ
て
い
る
統
計
調
査
の
う
ち
、大
規
模

な
も
の（
例
え
ば
、国
勢
調
査
、経
済
セ
ン
サ
ス
、農
林
業

セ
ン
サ
ス
、工
業
統
計
調
査
）の
多
く
は
、こ
の
方
法
に

よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

総
務
省
で
は
、統
計
調
査
員
に
正
し
い
知
識
を
持
っ

て
活
動
し
て
い
た
だ
け
る
よ
う
、統
計
調
査
員
確
保
対

策
事
業
を
実
施
し
て
、統
計
調
査
に
従
事
す
る
こ
と
を

希
望
さ
れ
る
方
に
、統
計
調
査
の
仕
組
み
、統
計
調
査
員

の
役
割・仕
事
内
容
を
ま
と
め
た
冊
子
等
の
配
布
、研
修

会
等
を
通
じ
た
必
要
な
統
計
情
報
の
提
供
及
び
実
務
知

識
の
付
与
を
行
っ
て
い
ま
す
。

統計調査員の仕事
　統計調査員は、国勢調査、経済センサス、労働力調査、家計調査、工業統計調査、商業統計調査などの統計調査
に従事しています。
　調査ごとに多少の違いがありますが、具体的には次のような内容の仕事を行っています。

1 市区町村などが主催する
事務打合せ会（説明会）に出席する

　統計調査員が知っておかなければならな
いこと（調査の趣旨・有用性等）の説明を受
けるとともに、調査に必要な書類や用品を
受領します。

2 調査対象を確認する

　担当する調査地域を巡回して、調査ごとに
指示された調査対象を漏れなく確認し、調査
地域の地図など調査に必要な書類を作成します。
この段階で、「調査のお願い」などの依頼状を配布して調査の実施
を事前にお知らせする場合もあります。

3 調査票を配布し、記入を依頼する

　調査対象の世帯や事業所・企業などを個別に訪問して面会します。まず、調査の趣旨や内容、調査結果
がどのように利活用されているかなどについて説明して調査への協力を依頼します。次に、調査票を配布
して記入の仕方や提出方法などを説明します。また、調査対象からの質問に対して回答します。
　近年の統計調査では、インターネット回線を経由して、自宅や職場のパソコンから電子調査票で回答で
きるオンライン調査も増えています。

4 調査票を取集する

　調査票を配布した
各調査対象の
もとを再度訪問
して、記入され
た調査票を受
け取ります。

5 調査票を点検・整理する

　取集した調査票の内容に間違い
や不備がないかを確認しま
す。不明な点があった場合
は、再度訪問する
か電話で調査対
象に確認するこ
とがあります。

6 調査票を提出する

　点検が終わると、都道府県又は市
区町村に統計
調査員自身が
調査票を持参
して提出します。

統計調査員の身分など

● 統計調査員の身分
　統計調査員は、各省の大臣や都道府県知事から調査
実施の都度任命される非常勤の公務員です。
　統計調査員は調査活動中、身分を証明する「調査員
証」を必ず携帯しており、調査対象への訪問時には調査
員証の提示を行っています。

● 統計調査員の義務（守秘義務）
　統計調査員には、統計法により守秘義務が課されて
おり、調査対象から報告された内容その他調査活動を
通じて知り得た秘密を漏らした場合には処罰されます。
また、この義務は、統計調査員を辞めた後も引き続き課
されます。

本誌を御覧の皆さんには、統計調査員の役割の重要性を御理解いただき、
統計調査員が調査の依頼に訪れた際は、調査への御協力をお願いします。
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e-ネットキャラバン
のご紹介

インターネットや携帯電話、スマートフォンなどを
正しく使う知識を身に付けましょう！

約束しよう！ 保護者と子どもで
守る7つの約束

1
大人も子どももルールや

マナーを守ります
大人も子どももインターネットや
携帯電話、スマートフォンなどの

利用に関するルールや
マナーを守ります。

2
ネットで知り合った人

とは会いません
子どもには、

ネットで知り合った人と
会わせません。 3

家庭のルールを
作ります

子どもと一緒に、
安全なネットライフのための

家庭のルールを作り、守ります。

4
いじめはしません、

見逃しません
ネットいじめは

絶対にさせません、
見逃しません。

5
トラブルは

大人に相談します
インターネットや携帯電話、

スマートフォンなどのトラブルは、
一人で悩まないで

大人に相談するように
日頃から話しておきます。

6
加害者にも被害者にも

なりません
子どもをネット上の加害者にも

被害者にもしないように、
家庭での予防教育に

力を注ぎます。

7
大人の携帯電話や

スマートフォンなどを
勝手に使いません

子どもが大人の携帯電話や
スマートフォンなどを勝手に

使わないように十分注意します。

ｅ–

ネ
ッ
ト

キ
ャ
ラ
バ
ン
と
は
？

　
ｅ–

ネ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
バ
ン
と
は
、子
ど
も
た
ち

の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
安
心
・
安
全
な
利
用
の

た
め
に
、総
務
省
や
文
部
科
学
省
、通
信
事
業

者
等
が
連
携
し
、全
国
に
講
師
を
派
遣
す
る
出

前
講
座
で
あ
り
、昨
年
度
は
二
千
件
以
上
の
講

座
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　

要
望
に
応
じ
て
、小
・
中
学
生
向
け
、中
・
高

校
生
向
け
、保
護
者
・
教
職
員
向
け
の
出
前
講

座
を
実
施
し
ま
す
。

　
講
座
内
容
は
ネ
ッ
ト
依
存
、ネ
ッ
ト
い
じ
め
、

ネ
ッ
ト
誘
引
、ネ
ッ
ト
詐
欺
へ
の
対
処
方
法
な
ど

で
１
時
間
程
度
と
な
り
ま
す
。講
師
の
派
遣
に

と
も
な
う
謝
礼
や
交
通
費
は
無
料
で
す
の
で
、

各
学
校
で
の
授
業
の
一
環
や
Ｐ
Ｔ
Ａ
の
会
合
や

教
職
員
の
研
修
会
、勉
強
会
な
ど
に
ぜ
ひ
ご
活

用
く
だ
さ
い
。

受講者の声①

インターネットは毎日利用しているが、今回初めて知る
こともあり、もう少し勉強する必要があると感じた。自分自身そ
して子どもたちを守るために常にアンテナを張って新しい情報
に注意したい。（北海道）

受講者の声②スマートフォンをまだ持ったことがないのです
が、これから子どもに持たせるためにとても勉強になりまし
た。ビデオ等でわかりやすく説明があったので、子どもにも事例
として詳しく説明できると思います。（岐阜県）

受講者の声③ ネットの安全・安心な利用のための教育や研修
は、学校・家庭・地域、総がかりで取り組むことが
大切だと思いました。（埼玉県）

子
ど
も
に
迫
る

４
つ
の
ネ
ッ
ト
危
機

　
今
や
私
た
ち
の
日
常
生
活
や
ビ
ジ
ネ
ス
に

欠
か
せ
な
い
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル

で
あ
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
や
携
帯
電
話
、ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
。近
年
は
子
ど
も
た
ち
が
こ

れ
ら
を
容
易
に
利
用
で
き
る
環
境
も
整
っ
て

い
ま
す
。

　
ま
た
、学
校
か
ら
の
連
絡
事
項
も
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
行
わ
れ
た
り
、携
帯
電
話
や

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
持
っ
た
子
ど
も
が
改
札
を

通
る
と
自
動
的
に
自
宅
に
メ
ー
ル
で
知
ら
せ

て
く
れ
る
サ
ー
ビ
ス
な
ど
も
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
子
ど
も
た
ち
に
と
っ
て
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
や
携
帯
電
話
、ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

な
ど
は
、生
ま
れ
た
時
か
ら
身
近
に
あ
る
便

利
な
ツ
ー
ル
と
し
て
の
認
識
が
強
く
、そ
れ

だ
け
に
大
人
よ
り
警
戒
心
も
な
く
、使
う
上

で
の
判
断
力
や
モ
ラ
ル
の
準
備
が
整
わ
な
い

う
ち
に
、安
易
に
ネ
ッ
ト
の
世
界
に
足
を
踏
み

入
れ
て
し
ま
い
が
ち
で
す
。そ
の
た
め
、ネ
ッ

ト
依
存
や
ネ
ッ
ト
い
じ
め
、ネ
ッ
ト
詐
欺
な
ど

の
ト
ラ
ブ
ル
も
多
発
し
て
い
ま
す
。

　

今
日
の
ネ
ッ
ト
社
会
で
は
、既
に
子
ど
も

た
ち
が
ネ
ッ
ト
犯
罪
の
被
害
者
だ
け
で
な

く
、加
害
者
に
も
な
っ
て
い
ま
す
。イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
や
携
帯
電
話
、ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
な
ど

の
安
心・安
全
な
利
用
方
法
に
つ
い
て
、子
ど

も
た
ち
が
学
ぶ
と
と
も
に
、子
ど
も
た
ち
を

見
守
る
立
場
の
保
護
者
や
教
職
員
も
学
ぶ
必

要
が
あ
り
ま
す
。

子どもがネットを使う際に伝えておきたい
4つのネット危機

1.ネット依存
携帯電話やスマートフォンでのメール
の送受信やSNSの利用は、常に友達で
あることを確認するために多くなりが
ちです。また、オンラインゲームを1日
に何時間もやっていたり、サイトを長時
間閲覧している場合は危険信号です。

2.ネットいじめ
携帯電話やスマートフォンなどを介し
たネットいじめは、被害が拡大しやす
く、見られたくない画像が流布される
など、被害者の子どもの精神的被害は
甚大で、不登校、転校、果ては自殺にま
で至ってしまうこともあります。

3.ネット誘引
インターネットを介したコミュニケーショ
ンの醍醐味は、今まで知らなかった多く
の人との共通の趣味や関心について会
話ができることです。しかし、その反面
で、実際に会うように誘いかける悪意あ
る大人も多いので注意が必要です。

4.ネット詐欺
インターネット上には、金もうけをた
くらんで、クレジットカード情報を盗
み出したり、架空の請求書を送りつけ
てお金を振り込ませたり、さらには、ね
ずみ講や悪徳マルチ商法の手口でお金を
だまし取ろうとする悪意ある大人がいます。

e-ネットキャラバンで子どもと一緒に学びませんか？
子供に迫るネット危機の実体を正しく知り、予防と対策を学ぶ「e-ネット安心講座」を開講中！

対 象 者  児童生徒、保護者、教職員
実施主体 一般財団法人マルチメディア振興センター
協力団体 通信事業者等民間団体233社、公益法人12団体、
 政府・自治体2省・22団体、その他42団体
講　　師 認定講師1,779名
開始年度 平成18年4月から実施
実施件数 8,323件（受講者数：約110万人）

（平成26年2月28日現在）

お申込み・お問い合わせは

一般財団法人マルチメディア振興センター
［電話］03-5403-1090　［FAX］03-5403-1092
［URL］http://www.e-netcaravan.jp

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyouiku_
joho-ka/jireishu.html

インターネットトラブル事例集
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東伊豆町
静岡県

温暖な気候と自然の恵みにあふれた東伊豆町。
今、その資源を活かし、守る「エコによるエコ」の
まちづくりに挑戦しています。

人口…13,397人 （平成26年2月28日現在）
面積…77．83km2

H P…http://www.town.higashiizu.shizuoka.jp

静岡県

稲取ふれあいの森

白田川

135

伊豆アニマルキングダム

伊豆稲取

稲取温泉

片瀬白田

伊豆熱川

伊豆北川

伊豆大川

北川温泉

片瀬温泉

東伊豆町

東 伊 豆 町の 歴 史

東伊豆町は、温暖な気候に恵まれる伊豆半島東海岸の中央に位置する町です。基幹とな

る産業は観光であり、大川・北川・熱川・片瀬・白田・稲取の6つの温泉郷を擁し、豊かな自然

の中、1年を通じてゴルフやパラグライダー、マリンスポーツなどを楽しめます。近年では、

再生可能エネルギーへの取組など、新たな魅力に光を当てた観光業の活性化に力を注ぎ、

「エコリゾートタウン東伊豆」として町のブランド化を進めています。

町
ぐ
る
み
で
挑
戦
し
続
け
る

「
エコ
リ
ゾ
ー
ト
タ
ウ
ン
東
伊
豆
」構
想

わが町
自慢
　

気
候
も
穏
や
か

で
豊
か
な
自
然
に

恵
ま
れ
た
東
伊
豆
町
に
は
、み
か
ん
や

わ
さ
び
、伊
勢
海
老
な
ど
数
多
く
の
特

産
品
が
あ
り
ま
す
。そ
の
中
で
も
随
一の

名
品
を
あ
げ
る
と
す
る
な
ら
ば「
稲
取

キ
ン
メ
」で
し
ょ
う
。こ
れ
は
稲
取
漁
港

で
日
戻
り
操
業
に
よ
っ
て
水
揚
げ
さ
れ
た

一
本
釣
り
の
金
目
鯛
で
す
。稲
取
の
キ
ン

メ
の
脂
が
の
っ
た
美
味
し
さ
は
プ
ロ
の

料
理
人
の
間
で
も
一目
置
か
れ
る
存
在
。

中
で
も
煮
付
け
は
絶
品
で
す
。地
域
団

体
商
標
と
し
て
商
標
登
録
し
、全
国
に

ア
ピ
ー
ル
し
て
い
ま
す
。

稲取キンメ

町
の
資
源
を
活
か
す
①

風
力
発
電

エ
コ
を
観
光
の
シ
ン
ボ
ル
に

　

表
情
豊
か
な
自
然
を
楽
し
み
、温
泉
で
癒

さ
れ
、山
海
の
幸
に
舌
つ
づ
み
。伊
豆
半
島
東

海
岸
に
位
置
す
る
東
伊
豆
町
は
、古
く
か
ら

多
く
の
観
光
客
に
愛
さ
れ
て
き
た
リ
ゾ
ー
ト

地
で
す
。そ
ん
な
同
町
が
新
し
い
魅
力
で
注

目
を
集
め
始
め
て
い
ま
す
。そ
れ
が「
エ
コ
」。

エ
コ
ロ
ジ
ー
と
観
光
を
融
合
さ
せ
た「
エ
コ

リ
ゾ
ー
ト
タ
ウ
ン
東
伊
豆
」と
し
て
、地
域
に

根
ざ
し
た
ま
ち
お
こ
し
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
て

い
る
の
で
す
。

　

そ
の
き
っ
か
け
と
な
っ
た
の
は
今
か
ら
お

よ
そ
10
年
前
、平
成
15
年
に
運
転
を
始
め
た

町
営
の
風
力
発
電
所
で
す
。同
町
で
は
、「
な

ら
い
の
風
」と
呼
ぶ
北
東
風
が
１
年
を
通
じ

て
吹
い
て
お
り
、風
が
強
く
な
る
と
漁
師
た

ち
は
海
に
出
ら
れ
ず
、農
作
物
に
も
被
害
が

出
る
な
ど
、こ
の
風
に
悩
ま
さ
れ
て
き
ま
し

た
。し
か
し
こ
の「
風
」こ
そ
が
町
に
新
風
を

吹
き
込
む
こ
と
に
な
っ
た
の
で
す
。つ
ま
り
風

を
逆
手
に
と
っ
て
有
効
利
用
し
よ
う
と
発
想

し
た
の
が
風
力
発
電
だ
っ
た
の
で
す
。

風
力
発
電
の
収
益
を
活
か
し
て

　
こ
う
し
て
勢
い
よ
く
回
り
始
め
た
３
基
の

風
車
は
、売
電
に
よ
っ
て
町
に
収
益
を
も
た

ら
す
と
と
も
に
、新
た
な
観
光
の
シ
ン
ボ
ル

と
な
っ
て
い
ま
す
。今
で
は
町
役
場
の
職
員

が
ガ
イ
ド
役
と
な
っ
て「
夏
休
み
風
車
見
学

会
」も
始
め
て
い
ま
す
。

　

毎
年
数
多
く
の
親
子
連
れ
が
訪
れ
、雄
大

な
景
色
を
バ
ッ
ク
に
回
る
風
車
を
見
上
げ
、

「
う
わ
！
大
き
い
な
あ
」と
歓
声
を
あ
げ
て

い
ま
す
。風
車
の
内
部
や
大
き
な
羽
根
が
停

止
す
る
様
子
な
ど
を
見
学
で
き
る
の
は
貴
重

な
体
験
で
す
。こ
の
見
学
会
や
視
察
に
年
間

約
千
人
の
方
が
訪
れ
ま
す
。

　

風
車
３
基
に
よ
る
売
電
収
入
も
年
間
約

８
千
万
円
に
の
ぼ
り
ま
す
。こ
の
風
力
発
電

で
得
た
利
益
を
使
っ
て
他
の
ク
リ
ー
ン
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
整
備
な
ど
を
行
い
、で
き
る
だ
け

自
分
た
ち
の
力
で
エ
コ
リ
ゾ
ー
ト
タ
ウ
ン
構

想
を
進
め
よ
う
と
し
て
い
る
の
も
同
町
の
大

き
な
特
長
で
し
ょ
う
。
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ECO RESORT TOWN
HIGASHI IZU
これからも全国でもトップレベルの地球環境保護活動と
豊かな自然環境保全を両輪に

「エコリゾートタウン東伊豆」構想にチャレンジしていきます。

町
の
資
源
を
活
か
す
②

温
泉
発
電

　

風
力
に
続
く
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
、

東
伊
豆
町
が
新
た
に
力
を
注
い
で
い
る
の
が

「
温
泉
発
電
」で
す
。こ
れ
は
、沸
点
の
低
い

液
体（
代
替
フ
ロ
ン
等
）を
温
泉
の
熱
水
で

加
熱
し
、発
生
さ
せ
た
蒸
気
で
タ
ー
ビ
ン
を

回
し
発
電
す
る
も
の
。自
治
体
と
し
て
は
全

国
初
の
取
組
で
、今
年
３
月
か
ら
運
転
を
ス

タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

　

同
町
の
温
泉
発
電
の
特
徴
は
、湯
量
が
毎

分
２
０
０
ℓ
と
い
う
比
較
的
小
規
模
な
源
泉

を
活
用
し
て
い
る
こ
と
。実
は
全
国
の
温
泉

地
の
源
泉
ほ
と
ん
ど
が
こ
の
規
模
だ
そ
う
で

す
。将
来
的
に
は
町
内
の
複
数
の
源
泉
に
設

置
し
、非
常
時
の
電
源
と
し
て
も
活
用
し
て

い
く
計
画
で
す
。

　
こ
の
ほ
か
、太
陽
光
発
電
に
つ
い
て
は
、風

力
発
電
で
得
た
収
益
を
活
か
し
た
補
助
金

制
度
を
設
け
、一般
家
庭
で
の
利
用
を
促
進
し

て
い
ま
す
。さ
ら
に
小
規
模
な
水
力
発
電
も

行
っ
て
お
り
、さ
ま
ざ
ま
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
ひ
と
つ
の
エ
リ
ア
で
見
学
で
き
る
こ
と
で

エ
コ
リ
ゾ
ー
ト
タ
ウ
ン
と
し
て
価
値
を
高
め

て
い
ま
す
。

（仮称）熱川湯の華ぱぁーく温泉発電所

町
の
自
然
を
守
り
、育
て
る

里
地
里
山
の
保
全

　

稲
取
地
区
の
山
間
部
に
広
が
る
細
野
高

原
は
、最
近
旅
行
雑
誌
な
ど
で
し
ば
し
ば
紹

介
さ
れ
る
、秋
の
新
名
所
。東
京
ド
ー
ム
26

個
分
、１
２
５
ヘ
ク
タ
ー
ル
と
い
う
ス
ス
キ
の

野
原
が
広
が
る
景
色
は
ま
さ
に
絶
景
で
す
。

東
伊
豆
町
で
は
、こ
の
高
原
を
維
持
す
る
た

め
に
、百
年
以
上
も
前
か
ら
毎
年
山
焼
き
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、荒
れ
た
雑
木
林
を
地
元
の
人
た
ち

が
手
作
り
で
整
備
し
た「
大
川
温
泉
や
ぶ
椿

園
」や
、初
夏
に
は
ホ
タ
ル
が
舞
う
水
辺
な

ど
、同
町
に
は
豊
か
な
里
地
里
山
が
た
く
さ

ん
あ
り
ま
す
。こ
の
よ
う
な
昔
か
ら
受
け
継

ぐ
環
境
を
守
り
続
け
る
こ
と
も
大
切
な
エ
コ

な
の
で
す
。

　
エ
コ
を
地
域
の
恵
み
と
し
て
育
て
て
い
く

た
め
に
は
、自
然
の
力
ば
か
り
で
な
く
、人
の

力
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
。同
町
で
は
、高
学
年
の

児
童
を
対
象
に
、県
と
共
催
で「
ア
ー
ス
キ
ッ

ズ
」と
名
づ
け
た
環
境
教
育
を
進
め
、将
来
の

リ
ー
ダ
ー
を
育
て
て
い
ま
す
。エ
コ
ロ
ジ
ー

で
、訪
れ
る
人
に
も
住
む
人
に
も
魅
力
あ
ふ

れ
る
ま
ち
づ
く
り
。そ
れ
が「
エ
コ
リ
ゾ
ー
ト

タ
ウ
ン
東
伊
豆
」が
め
ざ
す
理
想
の
姿
で
す
。細野高原

やぶ椿園自然観察会アースキッズ（環境教育）

　東伊豆町の稲取地区では、桃の節句の

頃、雛壇の両脇に「つるし飾り」を飾る風習

があります。この「雛のつるし飾り」の起源

は江戸後期で、古着の端切れで人形をつく

り、雛人形のかわりとして飾ったことが始ま

りといわれています。

　戦後の混乱とともに一時途絶えてしまっ

たこの伝統文化を、稲取婦人会の皆さんが

平成の時代になって復活。現在は「雛のつ

るし飾りまつり」として、同町を代表するイ

ベントにまで成長しました。毎年1月下旬か

ら3月まで開催され、10万人もの観光客が

訪れます。

　「雛のつるし飾り」は、物を粗末にしない

という、いにしえの人たちが大切にしてい

た「エコ」の意識から生まれた風習ともいえ

ます。そんな文化が長い歳月を経て、「エコ

リゾートタウン東伊豆」に美しい彩りを添え

ています。
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